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堺市商業構造の一考察
加藤義忠
I はじめに
堺の名前が全国的に知られるようになったのは南北朝時代からであるとい
われているが，そのあとの室町時代の遣明貿易において，堺は貿易の中心地
となり，堺の商人はしだいに力をもつようになった。 また， 応仁の乱のこ
ろ，自治能力をもち戦乱の外にあった堺だけが栄えていたので，各方面から
多くの商人が集まり，堺はますます商業的に繁栄するにいたった。南螢貿易
時代には，堺はその繁栄の頂点にたっし，日本最大の商業中心地であった。
たとえば，その当時ボルトガル， イスパニア，イギリス，オランダなどの南
螢船が堺の港を出入りし，ここで生糸，織物，香水，染料，皮などの商品が
取引されていた。他方，堺の商人もすすんで，琉球（沖縄）やルソン（フィ
リ・ピン）やシャム（クイ）やカンポジャなどの外国にでかけたりしていた。
このように京都よりも商業的に繁栄していた当時の堺は，自由と自治の町で
(1) 
あり，東洋のベニスのようだと外国人によって評されていた。
ところが，豊臣時代になると，堺は商業的な繁栄から衰退への道をあゆみ
はじめた。それまでの商業的繁栄の政治的基礎となっていた自治能力にたい
して外部から制限がくわえられたり，その外圧にたいして内部から迎合する
動きが生じたことによって，堺は時の権力者の管理のもとにおかれるにいた
(1) 別所やそじ・尼見清市「むかしの堺」はとぶえ会， 100~7ペー ジ， 110~2ペー
ジ， 114~9ページ。なお，泉澄ー「堺ー中世自由都市ー」教育社もあわせ読まれ
たい。
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った。たとえば，それまでこれがあるために戦火をまぬがれ商業的に栄える
ことができた自治能力の物質的・軍事的基礎のひとつである堺の堀がうめら
れたり，大阪の商業をさかんにするため，堺の商人が大阪城の近くに移住さ
せられた。それだけではない。大和川水路つけかえによって，堺の港の水深が
浅くなった。こうして，堺の商業的な繁栄はしだいに衰退傾向をしめし，大
阪冬の陣と夏の陣の戦場となり，町が消失したことによって，この傾向は促
進された。そして，堺にかわって，その繁栄は大阪の地に移っていった。そ
のつぎの徳川時代には，鎖国政策によって外国との商品取引は一般的にはき
びしく制約されていたが，長崎での糸割符貿易に堺の商人も一定参加してい
た。しかし，そののち，国内生産を振興するために生糸の輸入が制限され，
糸割符貿易は衰退したが，これにともなって堺の商人の活動の部面は極端に
制限され， 商業活動の集積度において大阪との格差はますます大きくなっ
(2) 
た。
上記のような商業にかんする大阪と堺の関係は，取扱商品の種類やその生
産の様式が時代とともに変わったとはいえ，徳川封建制社会においてはもち
ろん， 日本がいわば上から資本主義化された明治から大正をへて昭和の今日
にいたっても基本的には変化しなかったといってよい。 だが， 一定の変化
は，戦後の高度経済成長期以降にとくに小売商業部門において生じた。それ
は，とりわけニュータウンなどの住宅地の造成による人口急増と関連して生
じた。
本稿の課題は，とくに高度経済成長期以降の堺市商業構造の特徴について
解明することにある。したがって，このさいに，現代資本主義下において独
占的産業資本が国家の支援をうけながらおこなっているマーケティング活動
やそれに媒介される商品流通形態，すなわち独占的産業資本による直接販売
や商業系列化をとおしての販売の分析は対象外におかれている。とはいえ，
もちろん現下の商業構造は，一般に上述のマーケティング活動の影響下にあ
(2) 「むかしの堺」 143~4ペー ジ， 147ペー ジ， 153ペー ジ， 155~9ページ。武部善
人「大阪産業史」有斐閣選書， 17~9ペー ジ。
堺市商業構造の一考察（加藤） (43)位
り，そのなかにはみずからもマーケティング活動を展開しながら商品販売を
おこなっている大規模な独占的商業資本もふくまれているので，同じく商業
構造といっても自由競争下で純理論的に想定されるものとは異質のものとな
っており，いわば独占的な流通構造の一環としての商業構造であるというこ
とに留意しなければならない。
]I 地域開発政策と堺市商業構造
(1) 高度経済成長以前の堺市商業構造
一般に戦後の1955年ごろからはじまり1960年代に本格化した高度経済成長
の地域政策による堺の商業の変化の特徴について分析する場合，その比較の
基準を確定するために，まずそれ以前の資本主義下の堺の商業の特質につい
て簡単にせよ，ふれておかなければならない。
上記において若千指摘したように，堺の商業構造は，明治政府によって基
本的にはいわば上から資本主義化が達成された時期から，さらに国家の経済
への介入や軍事的色彩のいっそう強まった大正や昭和の戦前，戦中の時期を
へて戦後の高度経済成長期にはいるまでは，豊臣・徳川時代に商業的繁栄を
堺にかわって獲得し，明治以降もその状態を維持しつづけた商都大阪との近
接関係のゆえに， 大阪市依存のいわゆる消費都市としての性格をもってい
た。しかも，このような側面は，大阪市中心に形成された交通休系によって
促進された。
たとえば，敗戦による影響からのたちなおりをいちおう達成したが，まだ
高度経済成長の影響をうけていない昭和31年の堺市商業をみれば，表ー1か
らあきらかなように，その構造的特徴は大阪市依存にあるということができ
る。それは商店数や従業者数においてももちろん，大阪市の年間販売額が府
下全体の97.2彩をしめているのにくらべて，堺市のそれはわずか0.6彩にす
ぎないという点に端的にあらわれている。これはまた，販売力あるいは集客
力に影響をあたえる商業経営の規模にかんして，堺市のそれが大阪市のそれ
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表ー1 堺市商業の推移
口総数卸売商業小売商業
醤区分年次 実数！可実数IF!|F:；]日[吋圧砂
％ ％ ％ ％彩
商昭31年 66,085168.o I 19,3341 19.9 I 90. 7 I 46, 7151 48.1 I 61.6 
店紹 12,118157.8 I 23,619118.8 I 86. 1.1 49,o99I 39.o I 49.8 
大 1
数 49 I 77,8521 53.6 I 26,5711 18.3 I 80.5 I 51,2781 35.3 I 45.8 
（店） 54 I 85,3011 52.2 I 30,9011 18.9 I 76.9 I 54,4001 33.3 I 44.1 
従昭31 I 316,4721 81.3 I 190,4821 48.9 I 94.2 1125,990I 32.4 I 67.3 
業阪 I者 43 1574,7101 77.41393,9991 53.1 I 92.9 j 180,711124.31 56.7 
数 49 I 604,2581 70.9 I 410,9121 48.2 I 87.1 I 193,3461 22.1 I 50.7 
（人） 54 I 605,4631 65.6 I 400,6501 43.4 I 82.0 I 204,772122.2147.2., 
市 I年昭31 I 33,516191.21 31,8011 92.3 j 98.6 I. 1,1091 5.o ・111.4 
間販 43 1143,2441 94.5 1134,1121 88.5 I 97.4 I 9,1321 6.o I 65. 1 売 49 I 360,9191 91.0 I 341,1211 86.2 I 94.3 I 19,1981 4.8 I 56.2 
額
（億円） 54 I 459,9251 86.o I 429,7851 so.4 I 90.1 I 30,1401 5.6 I 52.3 
彩％ ％ ％ ％ 
商昭31 I 4,7691 4.9 I 5211 o.5 I 2.4 I 4，2481 4.4 I 5.6 
店岱 1.1021 6.1 I 823I o. 1 I 3.o I 6,8791 5.5 I 7.o 
数 49 I 9,3311 6.4 I 1,2111 o.8 I 3.7 I 8,1201 5.6 I 1.2 
堺 I（店） 54 I 11,0111 6.1 I 1,3sal o.8 I 3.41 9,6281 5.9 I 1.8 
従昭31 I 11,7231 3.o I 2,9511 o.8 I 1.5 I 8,7721 2.2 I 4.7 
業
者 43 切，6521 3.71_ 6,9641 0.91 1.6 I 20,6881 2.81 6.5 
数 49 I s8,2031 4.5 I 10.1651 1.3 I 2.3 I 21,4381 3.2 I ・ 1.2 
（人） 54 I 45,3501 4.9 I 11,1941 1.2 I 2.3 I 34,1601 3-.7 I 7.9 
市 1』［言合 且菩予巨 :i g gg i :i巨I巨弓巨呈
（出所） 商業統計表より作成。
にくらべて格段に小さいことにもあらわれている。 1店あたりの従業者数
は，大阪市が4.7人であるのにたいして，堺市は 2.5人であるにすぎない。
叙上のことからわかるように，高度経済成長期にはいるまえまでの堺市の
商業構造は大阪市依存であった。しかも，このような特質は高度経済成長期
堺市商業構造の一考察（加藤） (45)45 
をへても基本的には変わらず， 今日にいたるまで維持されているといえよ
う。だが，まったく変化が生じなかったのかといえば，そうではない。堺市
商業における大阪市依存の構造的特質を基本的に変えるまでにはいたらなか
？たけれども，一定の変化が高度経済成長期にはいってから生じはじめた。
つぎに，このことについてより立ちいって考察しよう。
(2) 地域開発政策と堺市商業構造
① 地域開発政策の堺市にあたえた一般的影響
戦後の高度経済成長期の地域開発政策の中心は，産業ではコンビナート，
都市ではニュークウンの造成であったが，これら 2つの中心事業が堺でおこ
なわれた。この結果，人口は敗戦直後の約17万人から，昭和46年には約63万
人に昭和54年には約80万人に急増し，このうちの約8割が農村部だった新地
域に住んでいる。他方，製造品出荷額は，昭和30年から52年に実質的に約18
(3) 
倍になり，また所得水準はそれよりはるかに低いけれども，昭和40年から50
年に実質的に約2倍になった。この政策は，独占的な大企業には巨額の利潤
をもたらしたけれども，市民にはなんらの利益ももたらさず，生活環境の
悪化をもたらしたにすぎない。だから，今日の堺市の全休像は一口でいえ
ば，宮本憲一氏がいみじくもいわれているように統一なき分裂都市であると
(4) 
いえよう。宮本氏らの研究によって，高度経済成長期から実行された地域開
発政策が堺市にもたらした諸結果を，まずはじめに一般的に確認しておくこ
(5) 
とにしよう。
第1点。堺市は，同一人口規模の他市たとえば仙台市や金沢市や広島市に
くらべて，経済的，政治的，文化的な中枢管理機能のはるかに小さい工業都
(3) なお，昭和54年には堺市の製造品出荷額は，工業統計調査によれば2兆20億8
千万円であり，全国主要都市における地位は神戸市についで11位である。
(4) 宮本憲一「都市経済論」筑摩書房， 253~7ペー ジ。
(5) 同上書のほか，宮本憲一編「大都市とコンビナート・大阪」筑摩書房，宮本憲
ー監修「堺市政白書」自治体研究社を参照。
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市か，あるいはせいぜい人口10万人程度の都市機能しかそなえていない小都
市と住民群の集合にすぎない。たとえば，堺市の経済的な中枢管理機能にか
んしていえば，金融機能では他市の1/10~1/6程度であり，卸売機能では他
市の 1/4~1/2程度である。
第2点。堺市は基本的には大阪市の衛星都市である。通勤・通学人口の
1/3の約20万人程度が他市町村なかでも大阪市にいっている。 また，人口急
増の原因のうちコンビナート造成によるものが最大限見積っても 7万人ぐら
いであり，その原因の主要なものは大阪市に集積した事業所にある。泉北ニ
ュークウンは大阪市内への通勤者が多く，かくして大阪市泉北区といわれて
いる。
第3点。堺市は全国有数の工業出荷額をもつが，真の意味の工業都市とは
いえず，むしろ工場用地都市あるいは支店都市である。というのは，出荷額
の半分を産出するコンビナートの大企業と内陸部の地元中小企業との資本
的，流通的な関連はうすく，臨海工業地帯はいわば租界地であり，そこの大
企業は宿借りであり，地元へはほとんど奉仕せず，都市施設や公共サービス
を独占的に使用しているからである。たとえば，雇用効果は小さく，コンビ
ナートの大企業だけでなく中小企業をふくめても 2万人にもたっしないぐら
いであり，また大企業の利潤も基本的に域外に流出している。それだけでは
ない。堺市のアンケート調査によれば，臨海部企業（中小企業もふくむ）の
発注比率は関連のある下請企業からが約15彩，関連のない堺市内企業からが
約19彩，他市の企業からが約67彩となっている。また，鉄鋼の関西への供給
比率は最大限21彩ぐらいであり，石油化学のある企業の関西への販売比率は
約8％と推定できる。
第4点。堺市には都市問題や教育問題が山積している。コンピナートやニ
ュータウンを中心とした住宅地の造成などによって自然環境が大規模に破壊
され，コンビナートの大企業などによって公害が大量に発生している。それ
とともに，都市災害の可能性も大きくなっている。それにとどまらず，学校
や保育所・幼稚園や図書館・公民館や公園や医療・保健施設などの市民の共
堺市商業構造の一考察（加藤）
同消費手段が不足している。，
(47)47 
第5点。堺市の財政は大きな赤字である。これは都市財政制度の欠陥とな
らんで，重化学工業化と大都市化によってひきおこされたものであるが，さ
らに行政の非効率性がこれを促進している。コンビナートの大企業からの税
収は市税の約1/4にしかすぎず，資源占有の割には小さい。
③ 地域開発政策と堺市商業構造
高度経済成長期から実施された地域開発政策が堺市におよぽした一般的影
響は上述のとうりであるが，これがより具休的に堺市商業におよぽした影響
はどのようなものであろうか。コンビナート造成が堺市商業とりわけ卸売商
業におよぼした影響からみてみよう。
表ー1からわかるように，堺市卸売商業の大阪府下での販売額比重は若千
高まったが， 大阪市依存の構造に基本的な変化は生じなかった。 このこと
は，コンビナート造成によって堺市の生産量は大きくなったが，これが堺市
卸売商業にはほとんど影響をあたえなかったことをしめしている。なぜなら
ば，基礎的な生産財生産中心のコンビナートの大企業は原材料や製品を直接
取引するか，あるいはそうでない場合には，主として大阪市の大規模卸売商
表ー2 堺市人口の推移
人 口 人 口
年次
体 1 泉北ニュ
年次
体 l泉北ニュ全 クーウン 全 クーウン
明治22年 47,667人 一人 昭和42年 510,016人 1,486人
大正14 105,009 44 571,636 9,181 
昭和17 239,354 46 625,125 28,076 
20 168,348 48 690,901 67,520 
25 213,688 50 743,673 106,335 
30 251,793 52 776,339 122,272 
35 339,863 54 797,660 137,019 
40 466,412 
注， 1,明治22年4月1日市制施行。
2,昭和20年とろ疎開と戦災のため人口減少。
（出所） 堺市総謗部企画課資料より作成。
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業がその取引を媒介するからである。
だが，表ー2にしめされているように泉北ニュータウンを軸とした住宅地
の造成，それによる堺市人口の急増は堺市商業構造とくに小売商業構造に，
少なからぬ影審をあたえた。高度経済成長期にはじまる堺市への人口の大量
流入は，当地域への消費需要の集中をもたらし，個人所得の一定の実質的な
上昇は当地域での消費需要の一定の集積をもたらした。このように主として
人口の急増や一定の所得上昇によってもたらされた消費需要の集中・集積，
より厳密にいえば可能的な消費需要の集中・集積は，堺市商業とりわけ小売
商業に一定の影響をおよぼしたが，表ー1からわかるように，これは堺市小
売商業の商店数や従業者数のみならず，その販売額比重が上昇傾向をしめし
ていることにあらわれている。にもかかわらず，堺市小売商業構造の大阪市
—相対的地位を傾向的に低落させているが一依存が基本的に続いている
点からわかるように，消費需要は地元ですべて充足されているのではなく，
主として大阪市への買物客の流出が生じ，大阪市で充足される部分がかなり
あるということに留意されなければならない。もうひとつ留意されなければ
ならない点は，堺市小売商業の地位上昇を主導したのはとりわけ大規模なス
ーパーマーケット資本であるが，この資本は主として他市から進出してきた
ものであり，したがって地元の既存の中小小売商業は，住宅地造成による人
口増加によってあまり利益をうけなかったということである。
このように，とくに巨大なスーパーマーケット資本の出店が堺市小売商業
の中心的な指標としての販売額比重を高めた主要因であるので，消費財を取
扱う地元の卸売商業にたいしも住宅地の造成による人口増加はほとんどプラ
スの影響をあたえなかった。というのは，巨大なスーパーマーケットや百貨
店などの堺市に立地する大規模小売商業資本は，自己の販売する商品を主と
して大阪市の卸売商業から購入したり，あるいは直接に生産者から仕入れる
からである。
ちなみに，コンビナート造成が間接的に堺市小売商業におよぼした影響
は，あまり大きなものではないといってよい。なぜならば，前述のように堺
堺市商業構造の一考察（加藤） (49)49 
市の人口増加の原因のうち大阪市の事業所によるものが中心的なものであ
り，コンビナートの企業によるものは大休6万人程度，最大限見積っても 7
万人ぐらいだからである。しかも，上記のように堺市へのスーパーマーケッ
トの進出が堺市小売商業の販売額上昇の主導因であることを考えにくわえれ
ば，コンビナート造成は旧来から存在した地元の中小小売店には間接的な利
益ではあるが，それをほとんどもたらなかったといえよう。
皿 堺市商業構造の現下の特徴
(1) 堺市商業の地位
叙上のように，高度経済成長期にはじめられた地域開発は堺市商業なかで
も小売商業の構造にたいして一定の影響をおよぽしたが，これは主として他
市から堺市へ進出してきた大規模スーパーマーケット資本によって推進され
た。 そのあと， 日本経済は 1973年のいわゆるオイルショック以降に本格的
な不況にはいり，消費需要は一般に停滞ないしは衰退の傾向をしめしている
が，このようななかで堺市の商業とりわけ小売商業の分野において，大規模
小売商業とくにスーパーマーケット相互間やそれらと中小小売商業の競争が
激化し，また大規模小売商業とくにスーパーマーケットと消費者との矛盾も
大きくなりつつある。現時点（昭和54年）の堺市商業の一般的特徴につい
て，若干分析しておこう。
表ー1によれば，昭和54年には，商店数では卸売商業で 1,383店，小売商
業で9,628店，従業者数では卸売商業で11,194人，小売商業で34,160人，
年間販売額では卸売商業で4,682億円，小売商業で3,936億円である。堺市
商業の府下での地位はとりわけ小売商業において傾向的に高まっている。だ
が，大阪市小売商業はその地位を相対的に低下せしめているけれども，大阪
府下で最大の規模をもち，まだ堺市小売商業の大阪市依存の構造は続き，堺
市は買物客の流入よりも流出のほうが大きいいわゆる消費都市にとどまって
いる。市内の消費需要の約3割が市外に流出しており，とくに高級品を中心
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(6) 
とする買回品需要の流出はかなり高率である。そしてまた，堺市卸売商業は
府下での販売額比重を高めつつあるが，堺市卸売商業の大阪市依存の構造も
存続しており，堺市卸売商業は大阪市一次卸売商業のしたにあって二次的卸
売機能をはたしたり，地場産業の売買を仲介したりしている。なお，堺市卸
売商業の全国における地位は， 昭和51年では商店数で33位，従業者数で44
位， 年間販売額で54位にあった。 しかも， 堺市卸売商業は小規模であるの
で，市内での販売額比重は大阪市のそれに比べてはるかに少さく，この点に
表ー8 堺市商業の従業者規模別商店数の比重
??
?
?
?
阪
?
従業者数
小
＇実
売業
数 l構成比
1人～ 2人
3 ~ 4 
5 ~ 9 
10 ~19 
20 ~29 
30 ~49 
50 ~99 
100人以上
計
1人～ 2人
3~4 
5 ~ 9 
10 ~19 
20 ~29 
30 ~49 
50 ~99 
100人以上
計
・卸売
実数 l
278店 1
367 
442 
197 
49 
29 
19 
2 
1,383 
7,905店
10,112 
11,324 
5,870 
2,009 
1,. 553 
935 
495 
40,203 
業
構成比
20.10% 
26.54 
31.96 
14.24 
3.54 
2.10 
1.37 
0.15 
100.00 
19.66% 
25.15 
28.17 
14.60 
5.00 
3.86 
2.32 
1.23 
100.00 
6,151店・
2,237 
831 
241 
85 
41 
28 
14 
9,628 
78,033店
29,213 
11,439 
2,841 
847 
524 
281 
138 
123,316 
63.89% 
23.23 
8.63 
2.50 
0.88 
0.43 
0.29 
0.15 
100.00 
63.28% 
23.69 
9.28 
2.30 
0.69 
0.42 
0.23 
0.11 
100.00 
注，昭和5炉民
（出所） 「堺市商業の手引き」昭和56年3月，堺市商工農政部商業課， 5ペー ジ。
(6) 堺市総合企画部企画課「新堺市総合計画基本計画概案」第6分冊，昭和56年10
月， 29ページ。
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表ー4 堺市商業の規模と「生産性」
（ ? ? ? ）
（堺市）
こ 卸売業 小 売 業実数 1指数 実 数 1指数
1従
昭43年 15.57 100 3.23 100 
店業
45 14.66 94 3.40 105 
47 14.63 94 3.47 107 
当者
49 14.29 92 3.40 105 
り数：
51 13.07 84 3.41 106 
（人） 54 12.16 78 3.52 109 
請販
43 50,552 100 1,410 100 
45 61,332 121 1,833 130 
47 70,685 140 2,189 155 
請 49 109,858 217 3,047 216 
51 107,922 213 3,829 272 
（万円） 54 118,646 235 4,675 332 
文〗i篇 43 3,247 100 436 100 45 4,182 129 540 124 47 4,831 149 655 150 
49 7,687 237 896 206 
51 8,255 254 1,124 258 
（万円） 54 9,758 301 1,327 304 
1従
43 8.46 100 3.01 100 
45 8.93 106 3.24 108 
店業
収 8.89 105 3.30 110 
当者
49 8.89 105 3. 38 112 
り数
51 8.35 99 3.46 115 
（人） 54 8.09 96 3.55 118 
品: 販問
43 9,554 100 1,035 100 
45 13,641 143 1,498 145 
47 15,226 159 1,862 180 
49 25,459 266 2,654 256 
51 27,823 291 3,395 328 
（万円） 54 33,855 354 4,089 395 
ほ:＇ 
43 1,129 100 344 100 
45 1,527 135 462 134 
47 1,713 152 565 164 
49 2,864 254 785 228 
51 3,334 295 980 285 
（万円） 54 4,183 371' 1,152 335 
（出所） r堺市商業の実態と動向」昭和55年11月，堺市・堺商工会議所． 9ペ-ジo
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大きな変化は生じていない。だが，昭和34年を基準とした昭和54年の実質成
長率をみると，卸売商業では 3.2倍，小売商業では2.2倍となっている。
(2) 堺市商業の経営上の特徴
一般に，日本の商業経営は高度経済成長期をへて若千規模を大きくし，一
定程度「生産性」を高めたけれども，前期的な性格をのこした小規模零細な
ものが圧倒的であり，過多性と低「生産性」をもっているという基本的特質
はいまも存続している。これは堺の商業についてもあてはまるが，まず堺の
卸売商業と小売商業の規模別商店数を大阪府のそれとくらべれば，卸売商業
では大阪府平絢より小規模なものが多く，小売商業では大阪府平均とほとん
ど同じである。たとえば，表ー3をみれば，昭和54年には従業者規模19人以
下の小零細卸売商業は大阪府では87.6%であるのに，堺市では92.8%，ま
た従業者規模9人以下の小零細小売商業は大阪府では96.3％であるのに，堺
市では95.7％である。
(7) 
それだけではない。堺の商業も例にもれず，表ー4から明らかなごとく，
一般的には低「生産性」をしめしているが，それはとりわけ卸売商業におい
て顕著である。だが，その「生産性」は傾向的に上昇している。
w 堺市の大規模小売商業
以上で，堺市の商業構造の昭和54年時点における一般的特徴を解明した。
堺市小売商業の販売額比重を主導的に高める要因となったのは，前述のよう
に高度経済成長期にはじまる人口急増にともなう消費需要の集中・集積に対
応するかたちで主として市外から進出してきた大規模スーパーマーグットで
あった。そしていまや，この大規模スーパーマーケットはそれ以前から出店
していた百貨店の地位を夜駕し，堺市小売商業の中心的存在となるにいたっ
(7) 堺市小売商業の分布状況の特徴について付言すれば，商店数の集積と完場面積
の集積にかんして北高南低である。なお，市内の商店街としては最大の堺東，計
画的につくられた泉北，商圏のもつともせまい鳳，自然発生的な北野田の4地区
がある。
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ている。以下で，これらの大規模小売商業の堺市における地位についてより
立ちいって検討しよう。まず，大規模小売商業の具休的形態である百貨店と
スーパーマーケットの販売額比重の推移について若千分析する。
(1) 堺市の百貨店とスーパーマーケット
表ー5,表ー6からうかがえるように，堺市の人口増加にいわば対応する
かたちでなされた大規模なスーパーマーケットの大量進出が堺市小売商業の
表ー 5 堺市百貨店の販売額推移
販 売額 販 売 額
年次
実 数（万円）！堺の市比小重売（％で） 
年次
実 数（万円） 1堺の市比小重売（％で） 
昭40年 298,832 昭48年 1,062,143 
41 358,962 49 1,430,717 6.6 
42 430,591 50 1,999,198 
43 489,490 6.9 51 2,323,960 7.8 
44 586,650 52 2,539,935 
45 675,'J:79 6.2 認 2,738,910 
46 743,197 54 3,009,467 7.6 
47 I 860,004 6.1 
注， 1，昭和49年度より泉北高島屋の売上高も含まれている。
2'ただし， 49年度は泉北高島屋分は11月， 12月分のみ。
（出所） 「堺経済要報」 1981年版，堺商工会議所・堺産業経済研究所， 50ページより作成。
表ー 6 堺市大規模スーパーの販売額比重の推移
年度 1 店舗数 Ifs雰:I 塁器』農 I 年度 1 店舗数） 9百雰FI3~I塁器翁塁
昭39年 1 379 昭47年 20 23,009 16.4 
40 2 1,960 48 24 35,555 
41 2 2,181 49 28 48,197 22.4 
42 3 2,884 50 30 52,339 
43 6 6,275 8.8 51 37 67,356 22.5 
44 6 9,957 52 39 67,087 
45 12 10,806 10.0 53 40 73,818 
46 17 18,212 54 42 79,552 20.2 
＇ 
注，売上高は各店舗のテナント分を除く。（堺商工会議所調査部）
（出所） 「堺経済要報」 1981年版，堺商工会議所・堺産業経済研究所， 52ページより作成。
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販売額比重上昇の主要因となったが，この進出によって，百貨店の地位低下
が生じた。ただし， 昭和49年末の高島屋泉北店の出店によって， それに一
定の歯止めがかかり，百貨店は昭和51年のピークをしたまわっているけれど
も，大休7.5％ぐらいの販売額水準を維持している。
ところで，旧来の堺市小売商業構造は， うえでみたように高度経済成長期
にはいってからの百貨店やとくに大規模スーパーマーケットなどの大規模小
売商業の大量進出に規定されて一定程度変化したといえるが，このような百
貨店やとくに大規模スーパーマーケットを軸とした大規模小売商業の展開の
(8) 
形態史について，簡単にあとづけてみよう。
昭和35年には，小型のスーパーマーケットが出店した。昭和39年には，高
島屋堺東店の出店があり，これを契機として主要駅周辺に大規模小売商業の
進出がつづき，駅前型の商業核が形成された。昭和45年には，中百舌鳥にダ
イエーを核とした郊外型ショッピングセンクーが形成されたが，これによっ
て駅前型から郊外型への展開形態の移行が生じた。昭和49年から，泉北ニュ
ークウンヘの大型店の出店があいつぎ，これ以降，大規模小売商業は地域密
着型の展開形態を主としてとりはじめる。なお，この地区への出店は計画的
になされるものであるので，大型店はここでは地域的に独占的な商圏を獲得
することができる。
(2) 堺市の大規模小売商業の地位
上記のような展開形態をとって大きな地位をしめるにいたった大規模小売
商業の現況について，ごく大まかに分析しよう。時点は昭和54年である。
表ー7によれば，小売市場をのぞく第1種大規模小売店舗は21店で，売場
面積は約14万五であり，また第2種大規模小売店舗は34店で，売場面積は約
3万6千点である。第1種と第2種の大規模小売店舗を合計すれば55店で，
市内での商店数比重はわずか0.6彩にすぎない。しかし，大規模小売店舗は，
売場面積では合計して約17万6千五をしめ，市内での売場面積比重ではなん
(8) 堺市・堺商工会議所「堺市商業の実態と動向」昭和55年11月， 10ペー ジ。
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表ー7 堺市における大規模小売店の進出状況
-~1昭43年 45 | 47 49 I 51 ! 54 
｀ 
店舗数（店） 6,879 7,244 7,515 8,120 8,820 9,628 
面積 (rri) 162,779 260,876 329,520 305,284 378,635 423_,035 
1店当り面積 (rri) 23.66 36.01 43.85 37.60 42.93 43.94 
第 店 舗 数（店） 7 11 14 18 19 21 
面 積(rri) 37,565 70,886 81,404 120,192 123,994 140,703 
大 種 1店当り面積(rrl) 5,366 6,444 5,815 6,677 6,526 6,700 
規 第 店 舗 数（店） 6 8 15 23 26 34 
面 積(ni) 4,880 6,248 13,685 21,684 24,587 35,848 
模 種 1店当り面積(rri) 813 781 912 942 945 1,054 
店 合 店 舗 数（店） 13 19 29 41 45 55 
面 積(riぅ 42,445 77,134 95,089 141,876 148,581 176,551 
計 1店当り面積(ni) 3,265 4,060 3,278 3,460 3,301 3,210 
注，小売市場を除く。
（出所） 「堺市商業の実態と動向J昭和5年1月，堺市・堺商工会議所， 11ペー ジ。
と41.7％にもたっしている。ちなみに，この比重は，昭和43年には26.1％で
あった。
大規模小売店舗のなかで，百貨店といわゆる量販店（大規模なスーパーマ
ーケット）は表ー5'表ー6からあきらかなごとく， 店舗数ではわずか0.4
％にすぎないのに，販売額比重では百貨店 7.6%，量販店20.2％であり，合
計して27.8％もしめている。参考までに，これらの販売額シェアの最高時点
を記せば，＿それは昭和51年であり，その年の百貨店の販売額比重は7.8%,
量販店のそれは22,.5％であり，合計すれば30.3％にもたっした。これら百貨
店や量販店とよばれる大規模スーパーマーケットの売場面積シェアの推移を
あらわす表ー8をみれば，合計して昭和47年には26店で26.8%，昭和49年に
は31店で36.9%，昭和51年には32店で30.1%，昭和54年には37店で31.0％と
(9) 
なっている。
(9) 昭和56年7月現在では．，店舗数は40店で売場面積シェアは29.2彩である。な
ぉ，計画中のもの8店を加算すると，そのシェアは39.0％にもたっする。（「新
堺市総合計画基本計画概案」第6分冊， 34ペー ジ）。
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表ー8 堺市大規模小売店の比重の推移
年 次昭 47年 I49 I 51 54 
全商 店 舗 数 7,515店 8,120 8,820 9,628 
小
売業 売場面積 329,s2orn 305,284 378,635 423,035 
大小
規売
店 舗 数 26店 31 32 37 
模店 売場面積 88,177五 112,712 114,005 130,962 
逗規模小店の占合め割る
店 舗 数 0.3% 0.4 0.4 0.4 
売場面積 26.8彩 36.9 30.1 31.0 
注， 1,昭47年の売湯面積にはカツリンスクンドを含む。
2,大規模小売店には小売市湯，専門店，集合店は含まれない。
（出所） 「堺市商業の手引」昭和56年3月，堺市商工晨政部商業課， 8ペ-ジ.
これらのことからあきらかなように，店舗数シェアでわずかo.4彩ぐらい
にしかすぎない百貨店や大規模スーパーマーケットなどの大規模小売商業は
売場面積比重で約3割をしめ，またこの売場面積比重を反映するかのごとく
に販売額比重でも約3割の大きさをしめ，堺市小売商業の動向を左右するほ
どの力量をもった存在になっている。
以上をまとめていえば，昭和40年代後半より大規模小売商業の堺市への進
出が増加し，それによって堺市小売商業構造は一定程変化したが，その基礎
的条件は何度もいうように，ニュークウン等への人口の大量流入である。こ
の結果，大阪市への買物客の流出に一定のブレーキがかかった。しかしなが
ら，まだ基本的には堺市商業構造の大阪市依存が続いている。
他面，大量進出した大規模小売商業は，ニュークウン等での人口増加によ
る個人的需要の増加を相当に吸引したばかりでなく，旧来の中小小売商業の
商圏をも侵害したし，いまなおそうであるが，その結果，必然的に大規模小
売商業なかんずく巨大スーパーマーケットと地元の中小小売商業との経営上
の対立が生じるにいたり，堺市の商業活動上の一大問題となっている。それ
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(10) 
だけではない。堺市の調査にもあらわれているように，消費者が近いと感じ
るほどに大量出店している大規模なスーパーマーケットにはたしかに，消費
者の立場からみても， ワンストップショッピングという一定の便益性がある
が， しかし一般に商品の質との関連でみれば， 安いのは目玉商品のみであ
り，大規模スーパーマーケットの進出地域の消費者物価は相対的に高い。し
かも，最近の不況下では，巨大スーパーマーケットは売上げ停滞，金利の負
担増，人件費比重の増大などによって，かつての顧客吸引の基本であった安
売りが困難となる経営体質へと転換しつつある。にもかかわらず，堺市の同
じ調査によれば，いまなお大規模なスーパ—•マ-ケットの商品は一般的に安
価であるという意識が，あたかも慣性の法則が作用しているかのように多く
の消費者の心をとらえている。
v 堺市の小売市場
(1) 堺市の小売市場の硯状
以上のように，中小小売商業は大規模なスーパーマーケットの堺市への大
量進出によって経営悪化にみまわれている。そこでつぎに，そのなかで大規
模スーパーマーケットの進出の影響をもっともうけている中小小売商業の集
合休としての公謎の小売市場を例にとって， その硯状を若千考察しておこ
(11) 
う。時点は同じく昭和54年である。
ところで，小売市場は66市場で1,559店あり，そこで3,513人が働いてお
り，堺市の小売商業従業者総数の10.3彩をしめ，販売額は22,785百万円で小
売商業販売総額の5.8%，売場面積は31,495trlで小売商業売場面積全休の7.4
％である。この小売市場の取扱商品は一般食料品が約7割をしめ，これらを
対面販売している。した力iって，小売市場は地域に密着して消費者に利便性
(iO) 「堺市商業の実態と動向」昭和55年11月，第2部。
(11) 堺市商工農政部商業課「小売市場の活性化対策」昭和55年2月を参照。
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表ー9 堺市小売市場の会員数（店舗数）規模別比重
＾ 云 員 数 1市場数 1比率 I 会 員 数 1市場数 1比率
10人未満 3 4.5免 30 ~ 50人未満 24 36.4 
10 ~ 20人未満 13 19.7 50 ~100人未満 7 ・10.6 
20 ~ 30人未満 19 28.8 100人以上
計 | 66 I 100 
注，堺市小売商業地図付属資料より作成。
（出所） 「小売市湯の活性化対策」昭和55年2月，堺市商工晨政部商業課， 5ペー ジ。
表ー10 堺市小売市場の設立年次別比重
設立年次 1市場数 1比率 I 設立年次 1市場数 1比率
終戦以前 ＿彩 昭和 40年代 21 31.8 
昭和 20年代 15 22.7 昭和 50年代 7 10.6 
昭和 30年代 23 34.9 
計 | 66 1 100 
注，堺市小売商業地図付属資料より作成。
（出所） 「小売市場の活性化対策」昭和55年2月，堺市商工農政部商業課， 6ペー ジ。
を提供する近隣型小売商業施設としての役割をえんじている。なお，表ー9
がしめしているように，小売市場の規模は30店末満の小規模なものが約半分
をしめている。
上述が堺市の公謁小売市場の現状であるが，この設立史をみれば，表ー10
のように戦前設立のものはみられない。けだし，これは戦時配給統制で市場
(12) 
機能が制限されたが，あるいは戦災によって焼失したからであろう。したが
って，堺市小売市場の設立•発達史は戦後よりはじまるのであるが，昭和30
年代と40年代に設立されたものがそれぞれほぼ1/3づつである。だが，昭和
50年代には，その増加率は鈍化傾向にある。たしかに，小売商業調整特別措
置法による距離制限がその設立に一定のブレーキをかけていることはいなめ
ないが，主要には前述のような巨大なスーパーマーケットの大量進出によっ
て，小売市場の経営そのものが悪化傾向にあるからであろう。
(12) 同上冊子， 5ページ。
堺市商業構造の一考察（加藤）
(2) 小売市場の若干の問題点
(59)59 
半径300~500m圏内での周辺人口集積の点で悪化した小売市場は，堺市に
(13) 
はほとんどない。なかには共存共栄のところもないではないが，有効商圏内
外への大規模小売商業とくに巨大なスーパーマーケット資本の進出によっ
て，一般的に経営上マイナスの影響をもつともうける階層はこの小売市場で
あるといえる。このようなマイナスの影響をより強め，経営悪化を促進する
ー要因として小売市場の協同組合化率の不十分性があげられる。たとえば，
昭和54年には66市場のうちの34市場は協同組合であるが， 32市場は任意の商
人会組織である。
それにとどまらず，古い小売市場ほど経営努力が少なく，消費者への訴求
力が低下し，衰退の度合が大きいことが，堺市の調査によっても指摘されて
(14) 
いる。古い小売市場の場合，必要な維持管理費が少ないので，売上げが減少
気味であっても家計維持が可能である。したがって，このような古い小売市
場は概して商業環境の変化に敏感に反応しなくなる。 この一般的原因とし
て，堺市商業課の分析では商業環境の変化にたいする認識不足，連帯意識の
(15) 
欠如，集団経営にたいする認識不足の 3点があげられている。
VI むすび
以上で簡単に分析したように，大規模小売商業なかんずく巨大なスーパー
マーケットの大量進出によって，旧来から存在していた地元の中小小売商業
の経営に深刻なマイナスの影響があたえられただけでなく，新規に出店した
中小小売商業にも大きなマイナスの影響があたえられたし，いまなおあたえ
られている。このような状況下で，もちろん市民の利益にもつらなる中小小
売商業の個々的あるいは集団的な自助努力，たとえば近代化・合理化の努力
がなされなければならないことはいうまでもないが，それにたいして国や府
(13) (14) 同上冊子， 7ペー ジ。
(15) 同上冊子， 9ペー ジ。
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や市レペルでの公的な援助もなされなければならない。実際に，融資や補助
金や法律や指導などの点で一定の公的な援助がなされている。
だが，市民の利益にもなり，もちろん中小小売商業の利益にもなるように
堺市の小売商業構造を改造するためには，上記のような中小小売商業の自助
努力やそれにたいする一定の公的援助だけでは不十分であり，小売商業構造
にもっとも大きな作用をおよぽし，資本増殖の立場から独占的な市場支配力
を地域のすみずみにまで行使しようとしている巨大なスーパーマーケットや
巨大な百貨店などの大規模小売商業の流通行動にたいしてより強力に公的な
規制，たとえば大規模小売店舗法を改正し，届出制から許可制にもどし規制
を強化することなどをおこなう必要があろう。もっとも，現在の堺市も他の
多くの市にならって，昭和52年に堺市小売商業活動の調整にかんする指導要
(16) 
綱をもうけ，大規模なスーパーマーケットの売買活動にたいして一定の規制
をくわえることが可能となっている。ところが，過去の事例をみれば，大規
模スー・パーマーケットの進出は事実上，自由放任にちかい状態になっている
といってよい。
かくして，市民の消費者ないしは生活者としての利益に奉仕し，同時に中
小商業とくに中小小売商業の利益にもなるという観点から，堺市商業構造の
大阪市依存や大規模商業資本なかんずく巨大スーパーマーケット依存からの
脱却をはかり，大資本本位の堺市商業構造とりわけ小売商業構造を市民本位
の民主的な構造に改造することが，現下において社会的に要請されている。
もちろん，この改造は堺市全体の経済構造の市民本位の民主的改造の一礫と
してなされるものでなければならない。
(16) これは昭和52年10月1日に施行されたが，これが対象とするものは小売商業を
いとなむ施設（業種が飲食店にかぎられる場合をのぞく）で，つぎに該当するも
のである。①機能上ひとつの建物にある店舗面積300rri以上のもの。ただし，増
築，改築または業態変更の場合にあっては，当該増築等の部分をふくめた全体の
延面積が300rri以上のもの。③一連の店舗数が10店舗以上のもの。ただし，計画
が相関連するものについては，全体で10店舗以上のもの。
